
  

令和７年６月議会議案付託表（その１） 
 

  

付託委員会 

 

 

議案番号 

 

 

件                           名 

 

総務文教 

常   任 

 

1 

 

2  

 

 

４ 

 

 

令和７年度亀岡市一般会計補正予算（第１号） 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の 

制定について 

 

石田梅岩記念館に係る指定管理者の指定について 

環境市民 

厚生常任 

 

報１ 

 

 

 

１ 

 

３ 

 

 

 

専決処分の承認を求めることについて 

  

亀岡市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

令和７年度亀岡市一般会計補正予算（第１号） 

 

亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例及び亀岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

産業建設 

常   任 

 

１ 

    

 

令和７年度亀岡市一般会計補正予算（第１号） 

 

 



請   願   文   書   表 

                                                                                                                （７年６月議会） 

受理 

番号 
受理年月日 件      名 請 願 者 紹 介 議 員 要             旨 所管委員会 

１ 令和７年 

６月９日 

国民健康保険の国庫

負担率の大幅増額を

求める請願 

亀岡市社会保障推進協議会 

会長 高向 美智子 

 

 

全日本年金者組合亀岡支部 

支部長 小川 正 

 

 

新日本婦人の会亀岡支部 

支部長  福井 里美 

 

 

亀岡生活と健康を守る会 

副会長 並河 愛子 

 

亀岡民主商工会 

会長 芦原 勝子 

 

 

京都退職教職員の会 

口丹支部 

支部長 絹田 實 

 

 

大西 陽春 

片山 輝夫 

三上  泉 

（請願の要旨） 

(1)国に対して、国民健康保険の国庫負担率の大幅増額

を求める意見書を提出してください。 

 

（請願の理由） 

国民健康保険は、国民皆保険制度の基盤をなす制度で

あり、被用者保険に加入していない全ての人を対象にす

る医療保険制度です。 

しかし国民健康保険料の値上げが相次ぎ、亀岡市国民

健康保険料は２０２５年度一人当たり９，８９７円引き

上げられました。重くのしかかる国保料は、高齢者や自

営業者、非正規雇用者だけでなく、低所得層のみならず

中間所得層にとっても、生活を圧迫する切実な問題とな

っています。 

低所得者が多く、保険料に事業主負担がない国民健康

保険は、保険料水準を中小企業労働者が加入する協会け

んぽ並みに引き下げるためには、１兆円の公的財政支援

が必要とされています。国民健康保険には、他の保険に

ない均等割りがあり、特に子どもにかかわる均等割り

は、２０２２年から未就学の子どもの均等割りの減免が

実施されたとはいえ子育て支援に逆行するものです。 

公的医療保険は、国民に平等に医療を保障するための

仕組みであり、加入する保険によって負担や給付に大き

な格差があることは制度の趣旨に反するものです。同じ

収入・世帯構成の家族が、加入する保険が違うだけで保

険料の負担が大きく異なる格差を解消することは、社会

の公平・公正という点からも欠かせないものです。 

国民健康保険法第一条に定める目的である「社会保障

及び国民保健の向上に寄与する」ため、国民健康保険加

入者及び保険者の負担を軽減し、安定した国民健康保険

制度の運営が可能となるよう、国に対し国庫負担率の引

き上げを強く求めるものです。 

以上の趣旨から亀岡市議会において、国に対して国民

健康保険の国庫負担率の大幅増額を求める意見書を提

環境市民厚

生常任委員

会 



出していただくよう請願します。 

地方自治法第１２４条の規定により、上記の通り請願

書を提出します。 

 

 
 



請   願   文   書   表 

                                                                                                                （７年６月議会） 

受理 

番号 
受理年月日 件      名 請 願 者 紹 介 議 員 要             旨 所管委員会 

２ 令和７年 

６月９日 

医療・介護労働者の持

続的賃金改善を国に

求める請願 

京都市中京区壬生仙念町３

０－２ 

ラボール京都６階 

 

京都医療介護労働組合連合

会 

執行委員長 勝野 由起恵 

大西 陽春 

片山 輝夫 

三上  泉 

（請願の要旨） 

(1)国に対し、医療・介護経営への速やかな財政支援と、

人件費・物件費の上昇に見合う診療報酬・介護報酬の引

き上げを行うよう求める意見書を提出して下さい。 

 

（請願の理由） 

４月に発表された２０２４年度の消費者物価指数(総

合)は前年度比３．０％となり、２０２２年度以降、３％

台の高い上昇が続き、実質賃金は２０２２年から３年連

続前年比マイナスで、労働者・国民の暮らしはいっそう

厳しさを増しています。こうしたなか政府・財界は、物

価上昇と賃上げの好循環の実現を掲げ、日本経団連は２

０２５年春闘において「賃上げの力強いモメンタムを定

着させる」とし、連合の２０２５年春闘回答は、１７，

０１５円(５．３７％)と前年同時期を１，２２８円(０．

１７％)上回り、３００人未満の中小も１３，２８３円

(４．９７％)と前年同時期を１，１１３円(０．２２％)

上回る到達となっています(４月１５日時点)。 

ところが医療・介護分野は、昨年も、今年も、賃金改

善が全産業平均を下回り、しかも今春闘は、昨年をも下

回る低水準にとどまっています。日本医労連加盟組合の

回答平均は、定昇・手当込みで５，０４５円と前年比▲

３，１４８円(昨年最終８，１９３円)という到達で、他

産業との賃上げ格差がますます拡大しています。この背

景には、公定価格で運営される医療・介護経営の収入源

である診療報酬・介護報酬について、物件費や人件費の

上昇をカバーするのに必要な財政措置が、国において十

分とられていないという問題があります。 

コロナ禍以降、患者・利用者のいのちと健康を守るた

めに力を尽くしてきた医療・介護労働者は、その責任の

重さと労働実態に見合わない低水準の処遇、物価高騰が

続く一方で他産業以下にとどまる賃金改善という状況

のなか、いま、次々と職場を離れていっています。看護・

介護が選ばれない職になりつつある現状は、この国のい

環境市民厚

生常任委員

会 



のち・健康を守る社会インフラとしての医療・介護に極

めて深刻な影を落とし始めています。介護職員は介護保

険制度が始まって以来初めて減少に転じ、看護職員の離

職と確保難による病棟閉鎖が広がり、国民のいのち暮ら

しを支える医療・介護の「崩壊」がすでに始まっている

状況です。 

患者·利用者·住民にとってなくてはならない地域の

医療・介護資源を維持し守っていくために、医療·介護

労働の社会的役割に相応しい賃金水準を実現していく

ことのできる診療報酬·介護報酬の大幅引き上げが必要

です。貴議会として、医療・介護経営への速やかな財政

支援の実現と、人件費·物件費の上昇に見合う診療報酬・

介護報酬の引き上げが行われるようご尽力を賜りたく

お願い申し上げる次第です。  
















